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東北電力グリーン／トランジション・ファイナンス・フレームワーク 

 

１．はじめに 

１－１．会社概要 

東北電力は１９５１年に誕生しました。初代社長の内ケ崎賢五郎は、敗戦からの復興期

にあたり、「日本の再建は東北から、東北の開発は電力から」をモットーに経営を進める

考えを明らかにし、当社グループでは、以来、このモットーを「東北の繁栄なくして当社

の発展なし」という表現に転じ、およそ７０年にわたりこれを基本的な考え方として事業

を営んできました。この考え方に示される地域社会への強い思いは、当社経営の基本的価

値であり、これが東北電力グループの経営理念である「地域社会との共栄」にも端的に示

されています。この経営理念を体現するうえでは、地域社会を形成するお客様のニーズや

課題に対して機を見るに敏になり、新たな共栄の姿を創出していかねばなりません。東北

電力グループスローガン「より、そう、ちから」の下で、東北電力グループだからこその

価値が加わった、快適・安全・安心なスマート社会を共創してまいります。 

 

１－２．本フレームワークの概要 

東北電力は２０２０年１月に「東北電力グリーンボンド・フレームワーク」を策定し、

同年２月に当社初のグリーンボンドを発行しました。その後、２０２０年８月にグリーン

ファイナンスをさらに推進するため、ローンも含めた「東北電力グリーンファイナンス・

フレームワーク」に改訂しています。 

今般、東北電力グループはカーボンニュートラルに向けた取り組みを一層推進してい

くため、以下の原則およびガイドライン等に則って、グリーン／トランジション・ファイ

ナンス・フレームワーク（以下、「本フレームワーク」）に改訂しました。 

 

【適用または参照される基準】 

東北電力グリーン／トランジション・ファイナンスの実施においては以下の基準を適

用または参照（※）しています。 

また、適用または参照される基準は調達手法（ボンド／ローン）において異なります。 

 

・ クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック２０２０（ＩＣＭＡ） 

・ クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針２０２１（金融庁、

経済産業省、環境省） 

・ グリーンボンド原則２０２１（ＩＣＭＡ） 

・ グリーンボンドおよびサステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン２０２２（環

境省） 

・ サステナビリティ・リンク・ボンド原則２０２０（ＩＣＭＡ） 
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・ グリーンローンおよびサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン２０２２（環

境省） 

・ グリーンローン原則２０２１（ＬＭＡ 等） 

・ サステナビリティ・リンク・ローン原則２０２２（ＬＭＡ 等） 

・ Climate Bonds Standard(v.3.0)の参照可能な技術基準（ＣＢＩ） 

 

※「適用」は要求事項全体に対して適合しているのに対し、「参照」は部分的な適合を意

味します。 

 

２．クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針等に基づく開示事項 

２－１．クライメート・トランジション戦略とガバナンス 

２－１－１．東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうｎｅｘｔ」の実現 

社会や電力需給構造が大きな転換点を迎える中、自らが主体的に変革・挑戦をしてい

かなければ、経営理念「地域社会との共栄」で示す当社グループとしての存在意義を果

たし、社会とともに持続的に成長することが困難になるという強い危機感の下、当社グ

ループは、２０２０年２月に東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうｎｅｘｔ」を

公表しました。 

「よりそうｎｅｘｔ」では、「東北発のスマート社会の実現」をありたい姿として掲

げており、この実現に向けて、電力供給事業の構造改革とスマート社会実現事業の早期

収益化を進めています。当社グループはこの２つの事業を通じ、２０５０年カーボンニ

ュートラルへ挑戦していきます。 
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２－１－２．東北電力グループ カーボンニュートラルチャレンジ２０５０ 

東北電力グループは、Ｓ＋３Ｅの確保を大前提に、２０５０年カーボンニュートラル

に挑戦します。 

 

東北電力グループは、「再生可能エネルギーと原子力発電の最大限活用」「火力電源の

脱炭素化」「電化とスマート社会実現」の３つの柱を中心にＣＯ２排出削減を加速して

いきます。 

２０３０年に向けては、２０１３年度比でＣＯ２排出量を半減する目標を掲げてお

り、再生可能エネルギーの開発や原子力発電所の再稼働、火力の低炭素化を進めていく

中で、安定供給に留意しながら非効率電源の休廃止も進め電源全体の低炭素化を図り

ます。 

２０５０年に向けては、再エネと原子力の最大限の活用等に加え、脱炭素火力等に係

る技術的なブレークスルーが不可欠であるため、選択肢を限定することなく技術開発

等を進め、それらの革新技術を活用するとともに、電化やスマート社会実現事業の推進

によりお客さまのエネルギー利用の合理化にも貢献しながら、カーボンニュートラル

実現を目指していきます。 
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２－２．気候変動及び移行戦略におけるガバナンス 

当社は取締役会において、気候変動リスクと機会の認知および対応策の検討、目標の進

捗状況のモニタリングと監督を通じて気候変動への対応を強化し、経営戦略に取り込ん

でいくことを意思決定しています。 

社長執行役員は、カーボンニュートラル・環境経営推進会議の議長を務め、気候変動へ

の対応を含む環境活動の統括を担っています。 

気候関連問題への対応については、環境マネジメントの枠組みにおいて進捗状況を集

約した後、マテリアリティの一つとして、サステナビリティ推進会議を経て、毎年取締役

会に報告することとしています。 
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２－３．ビジネスモデルにおける環境面のマテリアリティ（重要度） 

２－３－１．マテリアリティ 

東北電力グループは、社会の持続可能性（サステナビリティ）に関わるさまざまな課

題を、リスクとしてのみならず、社会と当社グループが持続的な成長を図る機会として

捉え、東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうｎｅｘｔ」の実現や「東北電力グル

ープカーボンニュートラルチャレンジ２０５０」への挑戦に取り組んでいます。 

「よりそうｎｅｘｔ」の実現を通じたサステナビリティの推進のためには、優先的に

取り組むべき具体的な課題（マテリアリティ）を明確化することが重要であるとの考え

から、サステナビリティ推進会議での議論を踏まえ、外部有識者からの助言も参考とし、

当社グループが取り組むべき８つのマテリアリティを特定しました。今後、サステナビ

リティ推進会議と取締役会を通じてマテリアリティをモニタリングし、「よりそう  

ｎｅｘｔ」の実現に向けて経営の舵取りをしていきます。 

また、当社は従来、気候変動によるリスクと機会を重要な経営課題であると認識し、

ＣＯ２等の温室効果ガス排出削減に向けて需給両面で取り組みを進めてきました。 

２０１９年４月のＴＣＦＤ提言への賛同を契機として、気候変動への対応強化など環

境経営の推進を加速させるとともに、同提言の枠組みに沿った情報開示の継続的な改

善を図っています。 
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【サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の特定プロセス】 
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２－３－２．シナリオ分析 

将来の気候関連リスクおよび機会が与える財務上の影響を把握するため、当社はシ

ナリオ分析を継続して行っています。シナリオ分析においては、環境マネジメントの枠

組みで把握したリスク・機会のうち、当社事業への影響度が大きいものを抽出し、当社

が想定したシナリオの中でどのリスク・機会が増大するか分析しました。 

気候変動に関するシナリオとしては、現状を上回る追加の気候変動対策をとらず低

炭素化が進まない場合の「４℃シナリオ」と、気温上昇を１．５℃以下に抑えるために

温室効果ガス排出量をゼロとすることを目指し政策や社会全体の行動様式が大きく変

化する「１．５℃シナリオ（２０５０年カーボンニュートラルに向けたシナリオ）」を

選定し、中長期的な時間軸で２０５０年以降を念頭にシナリオ分析を行っています。 

 

＜移行リスクの分析結果＞ 

移行リスクの増大が想定される１．５℃シナリオにおいては、短中長期いずれの期間にお 

いても政治・政策的リスク（カーボンプライシング導入等）または経済・市場的リスク（従

来型電源の市場価格低下等）が想定され、これにより、炭素排出コストの負担がより大きく

なることで、石炭などの化石燃料由来の火力発電の競争力が低下するリスクがあります。 

中長期においては、熱効率の改善・電気自動車用蓄電池コストの低下など脱炭素技術が進

展することが見込まれます。これに伴うリスクとしては、新規設備投資額の増加や省エネ 

技術が進展することによる電力需要の減少が挙げられます。 

一方で、１．５℃シナリオにおいては、脱炭素製品・サービスの市場シェアの拡大や電化

率の上昇などが当社にとっての事業機会と想定されます。 
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＜物理的リスクの分析結果＞ 

物理的リスクの大きい４℃シナリオにおいては、気候変動の影響が顕著となり、気象災害

の激甚化・降水パターンの変化が想定されます。 

急性リスクとして気象災害の頻発化・激甚化による当社設備被害・供給支障の増加が想定

されるため電力レジリエンスの重要性が高まります。また、慢性リスクとして降水パターン

の変化による水力発電等への影響が想定されます。 

当社は、頻発化・激甚化する気象災害に備え、設備の強靱化と復旧対応力を高め、電力レ

ジリエンスの向上を図っていきます。 

 

 

２－４．科学的根拠のあるクライメート・トランジション戦略（目標と経路を含む） 

２－４－１．中長期目標 

当社グループはＳ＋３Ｅの確保を大前提に、２０５０年カーボンニュートラルに挑

戦します。また、２０５０年のカーボンニュートラル実現に向けて、当社グループは 

２０３０年度のＣＯ２排出量について２０１３年度実績と比較して「半減」を目指して

いきます。 
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２－４－２．科学的根拠 

「２－１－２．東北電力グループ カーボンニュートラルチャレンジ２０５０」の

通り、当社グループは「再エネと原子力の最大限の活用」「火力の脱炭素化」「電化と

スマート社会実現」の３本の柱を中心に、２０５０年のカーボンニュートラルに挑戦

していきます。中間目標として、２０３０年度には２０１３年度比でＣＯ２排出量を

半減（２,２８２万ｔ－ＣＯ２）することを目指します。本取組は２０３０年ＣＯ２排

出量４６％削減を定めた国のエネルギー基本計画および我が国の電力事業にかかる地

域性・業種特性を考慮して策定された分野別ロードマップ（電力）と整合していま

す。これらの計画およびロードマップの取組は、パリ協定に基づく温室効果ガス排出

削減目標等と整合するものであり、我が国の２０５０年カーボンニュートラル及びパ

リ協定の目標の実現に必要な削減目標とそのための政策を踏まえた、科学的根拠を有

する内容です。したがって、これらの計画に整合する「東北電力グループカーボンニ

ュートラルチャレンジ２０５０」も科学的根拠を有しているものと考えます。

 

 

２－５．実施の透明性 

当社グループでは、「よりそうｎｅｘｔ」の実現に向け、送配電網の系統増強を含む再

生可能エネルギー事業と、スマート社会実現事業を中長期的な成長分野と位置付け、今後、

２０３０年頃までに４,０００億円程度を投資するとともに、「東北電力グループカーボン

ニュートラルチャレンジ２０５０」のロードマップに定める原子力の最大限の活用およ

び火力の低・脱炭素化に向けても必要な投資を進めていく計画です。 
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３．グリーン／トランジション・ファイナンス・フレームワーク（資金使途を特定する場合） 

３－１．調達資金の使途 

当社グリーン／トランジション・ファイナンスで調達された資金は以下の適格クライ

テリアに該当するプロジェクトに対する新規投資及びリファイナンスに充当される予定

です。リファイナンスについては、ファイナンスの実行日から遡って３６ヶ月以内に支出

した事業を対象とします。 

ロードマップ 適格 

クライテリア 

プロジェクト概要 プロジェクト（例） 

再エネと原子力

の最大限活用 

再生可能 

エネルギー 

風力・地熱・太陽光・

水力・バイオマス発

電事業の開発・建設・

運営・改修（※） 

 ウィンドファームつ

がる（陸上風力） 

 玉川第二発電所（水

力） 

 宮城大郷ソーラーパ

ーク（太陽光） 

 松川地熱発電所（地

熱） 

原子力 さらなる安全性の向

上・安全／安定運転

の継続 

 女川原子力発電所２

号機安全対策工事 

電力系統 系統整備やデジタル

化による高度化、余

剰再エネの蓄電・Ｐ

２Ｇ等 

 東北東京間連系線 

 東北北部エリア電源

募集プロセス 
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火力の脱炭素化 ＬＮＧ火力 水素・アンモニア利

用による脱炭素化 

火力の高効率化 

 新潟火力発電所５号

系列での混焼事業 

 上越火力発電所１号

の開発 

石炭火力 バイオマス・アンモ

ニア利用による脱炭

素化 

 能代火力発電所での

「ブラックペレット」

混焼実証 

 発電所遊休地を活用

したバイオマス原料

製造実証 

非効率電源の

フェードアウ

ト 

経年火力の休廃止 

 

 東新潟火力発電所港

１号および港２号の

廃止 

ＣＣＵＳ ＣＣＵＳの検討  火力由来ＣＯ２のメ

タン変換研究 

電化と 

スマート社会 

家庭・業務 ヒートポンプ電化 

再エネメニューの販

売 

クレジットの購入 

 電化システムの導入 

よりそう、再エネ電気 

運輸 電気自動車の普及促

進等 

 社有車の電動化（※） 

産業 生産プロセスのエネ

ルギー転換等 

 熱源の電化（※） 

分散型エネル

ギーの活用 

自家用太陽光・蓄電

池サービス等を活用

したＶＰＰ事業等 

 あおぞらｅチャージ

サービス（※） 

 再エネアグリゲーシ

ョン事業（※） 

※これらはグリーン適格プロジェクトとなり、グリーンファイナンスとして活用する

ことがあります。 

 

３－２．プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

適格クライテリアの選定については各プロジェクトを所管する室部が「東北電力グル

ープカーボンニュートラルチャレンジ２０５０」及び３－１に記載の適格クライテリア

に基づいてプロジェクトの候補を選定し、適切な社内決定プロセスにより承認されます。

また、経理部において候補となるプロジェクトが適格クライテリアに適合していること

を確認します。なお、個別のプロジェクトについてはそれぞれのプロジェクトの守秘義務
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を勘案したうえで開示をします。 

 

【環境リスク・社会リスク低減のためのプロセス】 

法改正や政策動向を的確に把握し、すべての事業について環境法規制の遵守を徹底し

ます。また、「東北電力グループ環境マネジメントシステム（Ｔ－ＥＭＳ）」等を通じて、

企業グループ各社の環境マネジメントのレベルを継続的に改善し、より一層の環境リス

ク低減に努めています。 

 

３－３．調達資金の管理 

調達した資金の充当と管理は、当社の経理部が行います。常時、追跡できる管理方法と

して、調達資金に資産管理コードを付与し、経理システムで適格プロジェクトの合計額が

グリーン／トランジション・ファイナンス実行額を下回らないよう管理します。なお、調

達資金の充当が決定されるまでの間、現金または現金同等物にて管理する予定です。 

 

３－４．レポーティング 

① 資金充当状況のレポーティング 

調達資金の全額が充当されるまでの間、年次で公表される「東北電力グループ統

合報告書」または当社ホームページにて以下の項目を開示します。 

 未充当金の残高（ローンの場合は調達金額に対する割合） 

 充当金額（ローンの場合は調達金額に対する割合） 

 調達資金のうちリファイナンスに充当された部分の概算額（または割合） 

また、充当完了後、充当状況に重大な変化があった場合には、その旨開示する予

定です。 

 

② インパクトレポーティング 

調達資金の全額が充当されるまでの間、年次で公表される「東北電力グループ統

合報告書」または当社ホームページにて適格プロジェクトによる環境改善効果につ

いて、守秘義務の範囲内、かつ、合理的に実行可能な限りにおいて、以下の指標（例）

のいずれかまたは全てを開示します。 

なお、環境改善効果についての指標は例示であり今後変更になる場合があります。 
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適格 

クライテリア 

プロジェクト概

要 

プロジェクト例 開示指標（例） 

 

再生可能 

エネルギー 

風力・地熱・太陽

光・水力・バイオ

マス発電事業の

開発・建設・運

営・改修 

 ウィンドファー

ムつがる（陸上風

力） 

 玉川第二発電所

（水力） 

 宮城大郷ソーラ

ーパーク（太陽

光） 

 松川地熱発電所

（地熱） 

 再生可能エネルギー

種別の年間ＣＯ２排

出削減量（ｔ－ＣＯ

２／ｙ） 

 再生可能エネルギー

種別の設備容量（Ｍ

Ｗ） 

原子力 さらなる安全性

の向上・安全／

安定運転の継続 

 女川原子力発電

所２号機安全対

策工事 

 設備容量（ＭＷ） 

 年間ＣＯ２排出削減

量（ｔ－ＣＯ２／ｙ） 

 年間発電量（ＭＷｈ） 

電力系統 系統整備やデジ

タル化による高

度化、余剰再エ

ネの蓄電・Ｐ２

Ｇ等 

 東北東京間連系

線 

 東北北部募集プ

ロセス 

 設備投資の概要等 

 再エネ出力抑制量の

低減効果（推定値） 

ＬＮＧ火力 水素・アンモニ

ア利用による脱

炭素化、 

火力の高効率化 

 新潟火力発電所

５号系列での混

焼事業 

 上越火力発電所

１号の開発 

 プロジェクト概要 

 年間ＣＯ２排出削減

量（ｔ－ＣＯ２／ｙ） 

 年間発電量（ＭＷｈ） 

石炭火力 バイオマス・ア

ンモニア利用に

よる脱炭素化 

 能代火力発電所

での「ブラックペ

レット」混焼実証 

 発電所遊休地を

活用したバイオ

マス原料製造実

証 

 プロジェクト概要 

 年間ＣＯ２排出削減

量（ｔ－ＣＯ２／ｙ） 

 年間発電量（ＭＷｈ） 
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非効率電源の

フェードアウ

ト 

経年火力の休廃

止 

 

 東新潟火力発電

所港１号および

港２号の廃止 

 プロジェクト概要 

 年間ＣＯ２排出削減

量（ｔ－ＣＯ２／ｙ） 

 年間発電量（ＭＷｈ） 

ＣＣＵＳ ＣＣＵＳの検討  火力由来ＣＯ２

のメタン変換研

究 

 プロジェクト概要 

家庭・業務 ヒートポンプ電

化等 

 ヒートポンプ電

化 

 再エネメニュー

の販売 

 クレジットの購

入 

 電化導入実績 

 販売電力量（ＭＷｈ） 

 クレジット購入実績 

 

運輸 電気自動車の普

及促進等 

 社有車の電動化  ＥＶ導入実績 

産業 生産プロセスの

エネルギー転換

等 

 熱源の電化  電化導入実績 

分散型エネル

ギーの活用 

自家用太陽光・

蓄電池サービス

等を活用したＶ

ＰＰ事業等 

 あおぞらｅチャ

ージサービス 

 再エネアグリゲ

ーション事業 

 サービス導入実績 

 年間ＣＯ２排出削減

量（ｔ－ＣＯ２／ｙ） 

 

４．グリーン／トランジション・ファイナンス・フレームワーク（資金使途を特定しない場

合） 

４－１．ＫＰＩの選定及びＳＰＴの測定 

東北電力グループは、「東北電力グループカーボンニュートラルチャレンジ２０５０」

において、２０５０年のカーボンニュートラルおよびＣＯ２排出量を２０３０年に   

２０１３年度実績から半減することを目指しています。 

 

本フレームワークで定めるＫＰＩ及びＳＰＴは以下の通りです。 

ＫＰＩ ＳＰＴ 

ＣＯ２排出量（※） ２０１３年度比２０３０年に半減 

（２,２８２万ｔ－ＣＯ２） 

 （※）小売電力由来の排出量 
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小売電力量由来のＣＯ２排出量は、当社グループ事業におけるＣＯ２排出のうち大き

な割合を占めており、当社グループのカーボンニュートラルへの取組における重要な 

ＫＰＩです。また、今回定めるＳＰＴは国の２０３０年度目標である４６％削減を上回っ

ており、野心的な目標です。 

また、ＳＰＴの設定等に重大な変更があった場合、当社はこれらの変更内容を踏まえた

従来評価基準と同等以上の野心度合いの評価基準をＳＰＴに設定すること等について関

係者と協議の上、外部評価機関による評価を取得することがあります。 

なお、上記ＳＰＴ以外に、償還期間等に応じたマイルストーンＳＰＴを定めることがあ

ります。その場合には、各トランジション・リンク・ボンドの発行に係る法定開示書類も

しくはトランジション・リンク・ローンの契約書等にて開示します。 

 

４－２．債券及びローンの特性 

本フレームワークにより実行されるトランジション・リンク・ファイナンス（ボンド／

ローン）は、ＳＰＴの達成状況に応じて財務的・構造的特性が変化する予定です。社内会

議体等で議論のうえ、条件を含む詳細を正式に設定し、ファイナンス実行の都度、債券の

法定開示書類もしくはローンの契約書等にて開示する予定です。 

 

【ファイナンス実行時に特定し開示するボンドもしくはローンの特性に関する情報】 

 ＳＰＴの数値（マイルストーンＳＰＴを含む） 

 ＳＰＴの判定日、判定方法 

 具体的な財務的・構造的特性 

 

なお、ファイナンス実行時点で予見し得ない状況により、ＫＰＩの測定方法・対象範

囲・ＳＰＴの設定、および前提条件に重要な影響を与える可能性のある想定外の事象が

発生した場合には、既に実行したトランジション・リンク・ローン／ボンドのＳＰＴを

変更する場合があります。その場合は債券の法定開示書類もしくはローンの契約書等

にて開示する予定です。 

 

４－３．レポーティング 

ＫＰＩに対するＳＰＴの進捗状況については、統合報告書または当社ウェブサイトに

て年次で開示もしくは貸し手に対して年次で開示（ローンの場合のみ）する予定です。 

 

４－４．検証 

ＫＰＩに対するＳＰＴの達成状況となるＣＯ２排出データについては、第三者機関に

よる検証等を受ける予定です。検証結果については、統合報告書もしくはウェブサイトに

て年次で開示もしくは貸し手に対して年次で開示（ローンの場合のみ）する予定です。 


